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書式第 14号

令和 3年度 事業報告書
令和3年9月 1日 から令和4年8月 31日 まで

特定非営利活動法人 日本教育カウンセラー協会

1 事業の成果
本年は,新型コロナウイルスの感染が続いている状況ではあるが,対面での講座や宿泊を伴うワークシヨップの開催
など,感染予防に留意した上での事業運営となった。
研修講座事業では,オンラインでの養成講座等全国での約15回の研修講座の開催を支援した。
教育カウンセラー認定事業では,本年新たに128人の専門家を認定することができ,易在登録中の認定者数は7,673名

に達した。

中。上級認定試験を実施,本年度はのべ30名の中。上級教育カウンセラーを認定した。また,『教育カウンセラー養成
テキスト学習塾』について在籍者24名修了者13名 となった。また,基礎となる構成的グループエンカウンターのスキル

アップをめざす体験コース1回、スペシフィックSCE研修会を各 1回行った。今年度より新資格「子育て支援教育カウン

セラー」を立上げ,今まで以上に幼保現場に教育カウンセリングの普及啓発を進めることとなった。
学生を対象としたピアヘルパー認定事業では,加盟校が168校 となり,2630名 の認定審査を行うことができた。
サポート事業では,コ ロナ禍以前より数は減少したが学級経営に関する研修会開催を支援し,全国各地にサポートの
輪を広げる土壌作りを行つた。
一昨年からの新型ウイルス感染拡大の影響がまだ続いているが,オンラインやオンデマンド等,新 しい方法での研修
会を継続して開催することができた。オンライン等での事業開催は,地域を限定せず,助言や援助、支援や相談活動を
行えることから,今後もさらに増加していくことと思われる。
ニューズレターは3回の発行となったが,一部メールでの情報提供とした。ホームベージは、動画の配信など機能を
充実させた。また,研修会や支部の最新の情報を交換ができるように更新の頻度をさらに上げ、各地域の情報や採用情
報を提供するなど充実を図った。
また、一社)日 本図書文化協会の協力の下、機関誌「指導と評価」に教育カウンセリングの特集を載せるとともに,教
育カウンセリングの講座の広報を行い,教育カウンセリングの普及啓発を進めていく大きな力となった。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業

情報資料
提供事業

施

所

実

場
従事者
の人数

受益対象者の

範囲及び人数

支出額

(千円)
事業名 内 容

施

時

実

日

通 年 当会事務所 3人 一般 25人 2(X〕
カウカリ″・に関する遠隔
教育の開発・運営

年間2回 北海道地区 8人 一般 1∞人

東北地区 8人 一般 150人年間2回

年間6回 関東地区
"人

一般 120人

中部地区 12人 一般 50人年間 3回

枷昴彙
事 業

大学・研究機関・地方
研究会に関わる研修

融 各ヽの議 蒔 〕F遣
ならびに運営の支援

年間 2回 九州地区 8人 一般 100人

2,∝Ю

教育カウンセラーの

資格審査および認定
通 年 当会事1務所 15人 一般 200人 2,シ[6

8人12月 4日 図書文化社 一般 3人中・上級教育カウンセラー

認定試験 年間7回 全国各地 20人 一般 25人
976

1/8へつ L stay&roT南砂町 5人 一般 22人
SGEワークショップの開催

6/11 図書文化社 3人 一般 12人
1,361

教:育カウン

セラー

認定事業

子育て支援教育カウンセラ
ー資格検討

通年 当会事務所 7人 一般 不特定 362

ピアヘル
パー事業

ピアヘノレ ―ヾの認定 12月 4日・2月 6日 当会事務所 5人 学生。一般2,田0人 11,746

年間3回 東北地区 6人 一般 60人

年間Ю回 関東地区 10人 一般 1,500人

年間Ю回 東京都内 10人 一般 αЮ人

年間10回 中部・地陸地区 5人 一般 200人

年間3回 近畿・中四国地区 4人 一般 60人

サポート

事  業
学級経営研修会および
ワークショップ等の開催

年間Ю回 九州・沖縄地区 1()人 一般 800人

3,686

ニューズレター等の作成 年 3回 当会事務所 3人 一般 不特定 1,788

Wめページの作成。更新 通 年 当会事務所 3人 一般 不特定 Ⅸ)0

「指導と評価」編集協力 通 年
2
当会事務所 4人 一般 不特定 100



令    和 3 年 度 活 動 計 算 書

令和3年 9月 1日 ～令和4年8月 31日

特定非営利活動法人 日本教育カウンセラー協会
単位:円

ユ
日

】 金 額

I 経常収益

1会費収入
正会員会費収入

2事業収入
研修講座事業収入

参加費

名義料

養成塾受講料

教育カウンセラー認定事業収入

認定登録料

認定申請料

認定受験料

参加費

印税収入

雑収入

ピアヘノレ ―ヾ事業収入

認定受験料

雑収入

印税収入

サポート事業収入

雑収入

情報資料提供事業収入

編集受託収入

3雑収入
受取利息

雑収入

業務受託収入

経常収益計

Ⅱ 経常費用

1事業費
(人件費 )

労務人件費

研修講座事業

教育カウンセラー事業

ピアヘノレ ~ヾ事業

サポート事業

情報資料提供事業

(人件費 計)

2,195,000

552,000

00

4,805,000

1,670,000

1,275,000

889,070

148,500

170 000

12.157.000

12,157,000

29,388,170

760,240

2,967,000

8,957,570

13,863,600

3,000,000

12,717,600

546,000

600,000

3.000.000

600.000

600.000

200

160,040

600.000

448,184

1,846,016

2,092,778

452,577

460.390

5,299,945

42,305,410

(5.299,945)



科
曰

【 金 額

(その他の経費)

研修講座事業費

印刷・消耗品費

会議費

通信費

事務委託料

講師謝礼

雑費

教育カウンセラー認定事業費

印刷・消耗品費

会議費

通信費

旅費交通費

賃借料

支払手数料

事務委託料

講師謝礼

講座宿泊費

雑費

ピアヘノ″ ―ヾ事業費

印刷・消耗品費

通信費

賃借料

支払手数料

事務委託料

サポート事業費

旅費交通費

事務委託料

講師謝礼

情報資料提供事業費

印刷・消耗品費

通信費

事務委託料

講師謝礼

寄付金

(その他の経費 計)

事業費 計

735,460

20,384

52,338

714,000

634,809

50,000

870,358

69,340

407,627

88,278

5,000

48,000

2,164,000

298,827

868,722

____OfL.212

1,050,732

396,436

1,891,640

5,074,160

3.334.000

2,206,991

4,883,364

11,746,968

3,686,049

2,188,274

500,000

30.511.591

384,040

721,000

2.581.009

712,963

1,071,311

144,000

260.000

(25,211,646)



科
日

【 金 額

2管理費
(人件費)

労務人件費

(人件費 計)

(その他の経費)

印刷・消耗品費

会議費

通信費

旅費交通費

賃借料

広告宣伝費

交際費

租税公課

支払手数料

事務委託料

新聞図書費

修繕費

諸会費

報酬顧問料

減価償却費

雑費

(その他の経費 計)

管理費 計

経常費用 計

当期経常増減額

Ⅲ 経常外収益

Ⅳ 経常外費用

雑損失

税引前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額

1.834.791

45 477 025

∠ゝ3,171,615

0

(1,834,791)

501,491

26,300

38,032

93,112

4,860,000

185,431

51,383

528,630

330,025

2,923,000

23,826

1,062,628

30,000

616,000

1,803,716

57 069

(13,130,643)

△3,171,616

70.000

△3,241,616

36.071,747

32,830,131



貸 借 対 照 表

特定非営利活動法人  日本教育カウンセラー協会 [税込](単位 :円 )

令和4年 8月 31日 現在

《資産の部》

【流動資産】

(現金・預金 )

舅   金

普通 預金

定期 預金

振替貯金

現金・預金 計

(その他流動資産 )

未 収 金

仮 払 金

その他流動贅産 計

流動資産合計

【固定資産】

(有形固定資産)

什器 備品

有形固定資産 計

(無形固定資産 )

ソフ トウェア

無形固定資産 計

(投資その他の資産 )

差入保証金

投資その他の贅産 計

固定資産合計

資産の部 合計

4,656,254

5,227,319

15,000,000

3,230,012

28,323,359

5,493,602

33,816.961

28,113,585

143,500

66.274

209,774

997,727

997,727

4,120,875

4,120,875

375,000

375,000

《負債の部》

【流動負債】

未 払 金

仮 受 金

流動負債 計

負債の部 合計

648,702

338,128

986,830

986,830

《正味財産の部》

【正味財産】

前期繰越正味財産額

当期正味財産増減額

正味財産 計

正味財産の都 合計

負債・正味財産合計

36,071,747

△ 3,241,616

32,830,131

32,830,131

33,816,961



L… 産……旦__銀
令和4年 8月 31日 現在

特定非営利活動法人 日本教育カウンセラー協会

科 目 金
一

額

4,656.254

5,095,542

131,777

10,000,000

5,000,000

3.230.012

4,656,254

5,227,319

15,000,000

3,230,012

143.500

66.274

997.727

28,113,585

143,500

997,727

66,274

4.120.875

997,727

4,120,875

375.000

4,120,875

375,000

375.000

28,323,359

33,816,961

986 830

176,602

472.100

291,728

46,400

648,702

338,128

986,830

|【資産の部】

1流動資産

1 現金預金
1  現金
現金手許在高

普通預金

りそな銀行若荷谷支店

小石川五局

定期預金

りそな銀行な荷谷支店

郵便局 定額貯金
振替貯金

郵便局

未収金

養成講座名義料他

仮払金

養成講座チラシ印刷代他

流動資産合計

固定資産

有形固定資産

什器備品

パソコン他

有形固定資産合計

無形固定資産

ソフトウエア

会員管理開発システム

無形固定資産合計

投資等

保証金

欄図書文化社 借室保証金
投資等合計

固定資産合計

資産合計

【負債の部】

流動負債

未払金

m双葉タイプ印書店他
消費税確定

仮受金

源泉税

その他仮受金

流動負債合計

負債合計

正味財産 32,830,131



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和3年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報目の有無を記●した名簿)

特定非営利活動法人日本 育カウンセラー協会

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
日各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏   名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

1 ③事・監事
アライクニジロウ

新井邦二郎

令和3年 12月 1日

令和4年 8月 31日

年 月

月

日

日年

2 ③ 事・監事
オオ トモヒデ ト

大友秀人

令和3年 9月 1日

令和4年 8月 31日

年=   月   日

年 月 日

3 ②事・監事
アイザワノブヒコ 令和3年 9月 1日

令和4年 8月 31日

年 月

月

日

日年会沢信彦

4 ③ 事・監事
カユタオサム 令和3年 9月 1日

令和4年 8月 31日

年 月

月

日

日年加勇田修士

5 ①事・監事
カリマザワハヤト 令和3年 9月 1日

令和4年 8月 31日

年  月  日

年 月 日苅間澤勇人

6 ◎事・監事
カワムラシゲオ

河村茂雄

令和3年 9月 1日

令和4年 8月 31日

年   月   日

年 月 日

7 ③事・監事
フク トミイズミ

福富 泉

令和3年 9月 1日

令和4年 8月 31日

年:   月   日

年:   月   日

8 ③事・監事
フジカワアキラ

藤川 章

令和3年 9月 1日

令和4年 8月 31日

年  月  日

年 月 日

9 ⑪事・監事
ホッタミエコ

堀田美枝子

令和3年 9月 1日

令和4年 8月 31日

年 月

月

日

日年

10 ③ 事・監事
ミズカミカズオ 令和3年 9月 1日

令和4年 8月 31日

年 月

月

日

年 日水上和夫



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

11 ◎事・監事
モロトミヨシヒコ

諸富祥彦

令和3年 9月 1日

令不口4年 8月 31日

年=   月   日

年  月  日

12 ◎事・監事
ヨシダタカエ

吉田隆江

令和3年 9月 1日

令和4年 8月 31日

年  月  日

年  月  日

13 理事・0事
オカダヒロシ

岡田 弘

令和3年 12月 1日

令和4年 8月 31日

各=   月   日

年  月  日

14 理事。③事
ヤマグチショウジ 令和3年 9月 1日

令和4年 8月 31日

年:   月   日

年  月  日山口正三

15 ②事・監事
コウノヨンアキ

河野義章

令和3年 9月 1日

令和3年 11月 30日

奪=   月   日

年  月  日

理事・監事

年  月  日

年  月  日

理事・監事

年

年

月

月

日

日

理事・監事

年

年

月

月

日

日

理事・監事

年

年

月

月

日

日

理事・監事

年 月

月

日

日年



書式第4号 (法第 10条・第28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

令和4年8月 31日 現在

特定非営利活動法人日本教育カウンセラー協会

氏    名

1 新井 邦二郎

2 大友 秀人

3 ′ゝ 、ロバ ツヽ 信彦

4 加勇田修士

5 苅間澤勇人

6 河村 茂雄

7 福富 泉

8 藤川 章

9 堀田美枝子

10 水上 和夫

11 諸富 祥彦

12 吉田 隆江



監 査 報 告 書

令和 3年度 (自 3年 9月 1日 至 4年 8月 31日 )事業執行原本活動

計算書および財務諸表を監査し、正確妥当なことを認めます。

令和4年 /つ 月 /, 日

特定非営利活動法人日本 教 育 カ ウンセ ラー協 会

監事

 ヽ             _‐

しルヽ 口 )́k

監事 円 田 3

●
０


